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平成２９年度 税制改正等に関する要望書 
平成 29 年 9 月 

一般社団法人 日本加工食品卸協会 

会長 國分  晃 

 

１．女性の社会進出・社会構造の変化に対応した税制度の見直し 

 ・女性の本格的就労意思を尊重した税制度の見直し 

      専業主婦世帯を優遇する所得税の配偶者控除を見直し、伝統的家族観や社会

構造の変化に合わせ、女性の社会進出を阻む壁をなくしつつ、結婚や仕事と

子育ての両立を支援する税制度への転換を望む。特に流通業界は、人手不足

の状況にあり、働き手の就業調整の元凶ともなっている控除制度の見直しを

望む。 

 

２．企業の生産性向上・成長に資する税制措置 

 ・投資促進の税制措置 

      我が国の GDP の約７割はサービス産業で占められており、我が国経済の成長

には、サービス産業の活性化･生産性の向上が不可欠となっている。「日本再

興戦略」においても業種別施策として、先進的なデータ・IT 利活用促進、海

外展開、業務改善を求めている。マイナンバーへの対応や流通 BMS の普及拡

大などとともに、人手不足が深刻化する中で、生産性向上に資するＩＴ化・

ロボット導入等への支援措置等適用対象設備の拡充を図るべき。 

 

３．企業の活力強化を促す税制 

・印紙税は速やかに廃止すべき 

     印紙税は電子商取引やペーパーレス化が進展する中、文書を課税主体とする

ことに合理性がなく、時代に即していない税制である。電子化への対応が比

較的遅れている特定業界や中小企業に負担が偏っており、課税上の不公平感

が生じている。課税文書の判定が難しく事務負担が重いこと、一取引につい

て何重にも課税されること等の制度上の問題点も多い。そのため、印紙税は

速やかに廃止すべきである。 

 

４．企業の成長を阻害する税の廃止について 

 （１）事業所税は廃止すべき（主に 30 万人以上の都市や政令都市などが課す） 

      事業所税は、都市計画税が徴収される中にあって、すでにその目的を達成し

ている。また、都市間の公平性の観点から問題であるとともに、新規開業や

事業所の立地等を阻害する追い出し税となっている。さらに、赤字企業にも

課税される事業に対する外形課税であり、固定資産税との二重負担との指摘

事業活動 
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もある。課税算出根拠が「事業所面積」「従業員給与」となっていることか

ら、企業の成長に向けた前向きな活動を阻害している。企業の成長を阻害し

ている事業所税は、早急に廃止すべきである。 

 

 （２）法人事業税の外形標準課税の廃止について 

   法人事業税の外形標準課税は、企業に固定的な負担を強いることから産業空

洞化を招くとともに「従業員給与」に課税することから雇用の維持を困難に

し、「賃金引上げ」を抑制している。企業の競争力強化や地域活性化を阻害

しているため、早急に廃止すべきである。 

      

     ５．消費税引き上げ延期に伴う課題 

     （１）消費税 10％への引き上げ 

       社会保障制度の持続のため、平成 31 年 10 月の税率引き上げが確実に実施で

きるよう、経済環境の整備を推進 

     

 （２）消費税引き上げ延期を受け、軽減税率制度の見直し 

   １）軽減税率の対象品目について 

           酒を除く全ての飲食料品が一括して対象品目となるが、食品卸が扱う医薬

部外品の栄養ドリンクも食品扱いとして対象品目に加えていただきたい 

                        

                                   

（３）区分記載請求書等保存方式から適格請求書等保存方式への移行は、十分

な期間を設定し、円滑な商取引ができるよう取引伝票の作成イメージから

具体的解説を望む 

  

        （４）事業者間取引についての経過措置の継続適用及び税込価格への変更を行う

場合の端数処理方式の統一化 

 

        （５）円滑な価格転嫁を実現するため消費税転嫁対策特別措置法を延長し、外税

表示を認める措置の恒久化 

 

      （６）消費税の仕入れ税額控除制度における 95％ルールの復活 

         平成 24 年度より、売上高 5 億円超の事業者において、いわゆる 95％ルー

ルが廃止されたことに伴い、仕入れ税額控除ができない非課税取引につい

ては価格転嫁を行うことが困難であるため、損税が発生している。また、

経営資源が乏しい中小企業者にとっては、多大な経理事務負担の増加につ

ながっている。円滑な価格転嫁を実現するため、仕入税額控除における

95％ルールを復活すべきである。 

                                     以上 
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日本卸売学会 平成２８年度全国大会開催 

～少子高齢化社会に対応する卸売マーケティングの方向～ 

― ９月１７日 ― 

日本卸売学会（宮下正房会長）は９月１７日（土）、設立２期目にして

初の全国大会を東京の東洋大学白山キャンパスで開催した。「少子高

齢化社会に対応する卸売マーティングの方向」～需要創造に向けた卸

売業の変革と流通チャネルの再編の展望～を大会の統一テーマに商

学者や行政、実務者、報道関係者による最新の研究成果を共有するも

の。当日参加者は約７０人で、ほぼ半数が食品卸の実務者で占められ

た。冒頭大会委員長の菊池宏之氏（東洋大学教授）と日本卸売学会

会長の宮下正房氏（東京経済大学名誉教授）が開会の挨拶を述べ、

続いて特別講演として大手医療日用品卸のピップ（株）の藤本久士氏

が登壇し、強力な自社開発商品を持ちながらも本業の卸売で存在感を

発揮し続けてきた同社の歩みを振り返るとともに、生涯年齢別ＭＤ提案等の高度なマーケティン

グ機能を武器に少子高齢化に向き合う会社戦略の一端を披露した。続いてのパネルディスカッシ

ョンでは、平野 実氏（全日食社長）、奥山則康氏（日本加工食品卸協会専務理事）、加藤弘貴

氏（流通経済研究所専務理事）、福田 敦氏（関東学院大学教授）、為廣吉弘氏（愛知大学教

授）、加藤 司氏（大阪商業大学教授）がパネリストとして登壇。少子高齢化の中で進行する市場

縮小や買い物難民への対応についてさまざまな角度から意見を交換した。この中で日本加工食

品卸協会の奥山専務理事は今後の市場縮小への対応策として、卸に集まる集荷分散データは

膨大であり、トランザクション処理能力は持っており情報産業ともいわれるが、真にマーケティング

のための情報量や質にはなっていない。将来的に食品卸が主体となってデータマネジメントプラッ

トフォームを構築してビッグデータ活用への投資を集中して行い、メーカーさんや小売業さんに提

供していくことで社会的コストが最小ですむのではないかと述べた。午後の部では２会場に分かれ

て正会員研究者らが個別研究成果を報告。若い研究者のユニークな成果報告に対し、学会副

会長の菊池宏之氏（東洋大学教授）や高橋郁夫氏（慶応大学教授）が今後のブラッシュアップの

あり方を示すなど、オープンな雰囲気の中でプログラムが進行した。 

 

 

開会の挨拶をする 
日本卸売学会会長 

宮下正房氏 

 

パネルディスカッション会場 
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パインアップル缶詰 平成２８年度「開缶研究会」開催 

― ９月２８日 ― 

 （一社）日本パインアップル缶詰協会は、９月２８日（水）都内のスクワール麹町で平成２８年

度開缶研究会を開催。国産（沖縄）５缶（昨年５缶）、輸入缶２９缶（同２５缶）、合計３４缶（同３０

缶）を開缶し、参加者が形態、肉質、色沢、香味、その他の５項目について２５点満点で品評し

た。引き続き、農林水産消費安全技術センター、食品環境検査協会が講評。審査に当たった平

川佳則食品環境検査協会業務部長は「量目は国産で表示した量の１０％以内と問題はないが、

輸入品で１０％以上の製品があった。当協会で格付けしている果実缶詰は、６４００ｔ、桃１２００ｔ、

パイン５６０ｔとなっている」と報告。品質面での問題はなく、全般的に高品位だった。審査結果に

ついて国分グループ本社の織田圭介氏は、「今年も国産品が輸入品を上回り、平均点（２５点満

点）で、国産（沖縄）が１８．０７（最高１９．２０、最低１４．８３）、輸入品は１７．３８（最高２０．２３、最

低１４．３８）」と報告。出品内訳（缶数）は、①沖縄＝輪切り４、くさび形１②タイ＝輪切り５、くさび

形２、角柱形１、小片１③フイリピン＝輪切り７、くさび形１、角柱形２④インドネシア＝輪切り５、くさ

び形１、角柱形２⑤マレーシア＝輪切り１、角柱形１。品評終了後の懇親会の冒頭で、（一社）日

本パインアップル缶詰協会の柘植専務理事は開缶研究会の意義と目的について「開缶研究会

は昭和３５年にスタートした。当時の国産（琉球）パイン缶詰の品質をハワイ産やマラヤ産などの輸

入品に追いつくことが目的だった。敗戦で台湾を失ったことで沖縄産がスタート。本島や石垣島

等で生産が伸び、昭和３５年当時は２２工場で生産していたが。零細工場で品質を向上させる必

要があった。今では国産は平均で輸入品を上回り品質向上に成果を上げている。また表示等法

令順守を徹底していくことも目的のひとつ」と述べた。会場では、沖縄総合農産加工が商品化し

た缶詰「ゴールドバレルパイン果汁漬け」を紹介。我が国の育成品種であるパインアップル農林６

号「ゴールドバレル」を使ったもので、農林水産省の公募助成事業の中で、パインアップル加工品

新需要の一環として試作品を開発してきたが、昨年に商品化した。沖縄本島のＪＡ系ファーマー

ズマーケットで販売している。このほか、第２７回料理コンテストの最優秀作品（パインで台湾風ま

ぜそば）と優秀作品（パインスイートポテト・パイ南チキンライス）の展示試食が行われ好評だった。 

   

   

 

 

 

 

 

缶開研究会会場 
 

 

新メニュー紹介 
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みかん缶詰 平成２８年度「技術研修会」開催 

― ９月３０日 ― 

日本蜜柑缶詰工業組合は、９月３０日（金）兵庫県川西市の東洋食

品工業短期大学会議室において平成２８年度の技術研修会を開催し

た。当日は、日本蜜柑缶詰工業組合に所属する製造パッカーの技術

者及び品質管理者や日食協の商品開発研究会の企業が参加した。

研修会の内容は、午前中にみかん缶詰の市販品を（国産２２缶・中国

産５缶 合計２７缶）を開缶し、参加者がそれぞれ形態・肉質・色沢・香

味について５点法で採点した。（２０点満点）午後の部は、冒頭に日本

蜜柑缶詰工業組合の加納洋二郎理事長（相浦缶詰（株））が挨拶し

「現状国内のみかん缶詰市場は中国産が８０％を占める状況にあるが、

業界としてみかん缶詰の技術を共有して国内に製造技術を残す事を

目的にこの研究会を開催している。おおいに情報交換をしてほしい」と

述べた。次いで（一財）食品環境協会の飯山 明氏が「みかん缶詰のＪＡＳ規格と検査方法」につ

いて講演し、農産物缶詰及び農産物瓶詰の日本農林規格の形状等の用語やみかん缶詰の規

格区分の詳細について述べた。  続いて同じく食品環境検査協会の広瀬神戸事業所長が開

缶講評を次のように述べた。「ＪＡＳ規格に基づき採点したが、全体的として品質的に安定し、夾

雑物も少なくなっている。中国産は見てくれがいい傾向があったが、今年はあまり形態的にいい

評価は得られなかった」 

最後に、（公社）日本缶詰・ビン詰・レトルト食品協会の駒木 勝専務理事が「果実缶詰の腐

敗、変敗に関する微生物」と題して講演し、果実缶詰の加熱殺菌条件と商業的無菌性、カビ、酵

母などによるクレーム事例などについてお話された。 

終了後の意見交換会では製造パッカーより、生食市場向けのみかん生産が主流で缶詰生産

に向かないみかん原料が多くなり、製造歩留まりが厳しくなっている状況について報告があった。 

 

技術研修会で挨拶する 

加納洋二郎理事長 
（相浦缶詰（株）） 

技術研修会会場 
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参考資料 

 

１．平成２７年度みかん缶詰ホール品製造状況 
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２．みかん缶詰輸入動向 
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３．みかん缶詰の在庫量（Ｈ.２８年７月末調査） 
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４．平成２７年産みかん缶詰在庫状況 

 

（平成２８年度７月末在庫調査）単位：千箱 
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５．平成２８年産うんしゅうみかんの適正生産出荷見通し 
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第４０回 異業種交流委員会開催 

― １０月６日 ― 

第４０回異業種交流委員会が、１０月６日（金）午後３時から今回の当番団体である全国菓子

卸商業組合連合会の会議室で行われた。弊協会からは奥山専務理事と小竹参与が参加。会議

は、全国菓子卸商業組合連合会の酒井専務理事の司会で始まり、参加団体から提出議題の説

明を行い、それぞれ質疑応答を行った。また今回は特に行政に参加をいただき①賃上げに係る

支援策（中小企業庁事業環境企画課）と②軽減税率対策補助金制度（中小機構 経営支援

部）について説明をいただいた。 

各団体からの報告事項は以下のとおり。 

次回開催は、平成２９年２月１０日（金）担当は、（一社）日本医薬品卸売業連合会 

 

（１）（一社）日本加工食品卸協会 

   ・少子高齢化社会に対応する卸マーケティングの方向 

（２）（一社）日本医薬品卸売業連合会 

   ・返品実態調査の集計結果 

   ・セルフメディケーション税制の施行について 

（３）全国医療品卸商連合会 

・新製品発売の案内は、メーカーから卸・小売にどの程度のリードタイムで情報公開されて

いるか 

（４）全国米穀販売事業共済協同組合 

   ・一貫パルチゼーションへの取り組みについて 

   ・平成２７年度取引実態調査について 


